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1. 地震応答解析モデルの設定について 

1.1 はじめに 

地震応答解析モデルの設定については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の解析

モデルの設定方針に基づいており，設定内容については，Ⅵ-2-2-2「原子炉本体の基礎の地震

応答計算書」及びⅥ-2-3-2「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物の地震応答計算書」

で説明している。 

ここで，今回設工認の地震応答解析モデルは，既工認のモデル諸元を適用することを基本と

するが，適正な地震応答解析を実施する観点及び鉛直方向応答を適切に評価する観点から，新

たに原子炉本体基礎（以下「RPV ペデスタル」という。）への非線形復元力特性の考慮と鉛直方

向地震応答解析モデルの追加を行っている。今回設工認での水平方向の地震応答解析モデルを

図 1.1－1に，鉛直方向の地震応答解析モデルを図 1.1－2 に示す。 

本章では，地震応答解析モデルに関して，既工認での設定内容及び今回設工認での設定内容

等について説明する。 
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図 1.1－1 (1/4) 水平方向地震応答解析モデル（大型機器系，NS 方向） 

原子炉格納容器ドライウェル上鏡 
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図 1.1－1 (2/4) 水平方向地震応答解析モデル（大型機器系，EW 方向） 

  

原子炉格納容器ドライウェル上鏡 
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図 1.1－1 (3/4) 水平方向地震応答解析モデル（炉内構造物系，NS方向） 

  

原子炉格納容器ドライウェル上鏡 
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図 1.1－1 (4/4) 水平方向地震応答解析モデル（炉内構造物系，EW方向） 

  

原子炉格納容器ドライウェル上鏡 
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図 1.1－2 (1/2) 鉛直方向地震応答解析モデル（大型機器系） 
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図 1.1－2 (2/2) 鉛直方向地震応答解析モデル（炉内構造物系） 
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1.2 既工認同様の地震応答解析モデルの設定方法 

  1.2.1 質点位置 

解析モデルの質点位置は，各構造物の振動性状を適切に評価できるよう配慮するととも

に，部材の剛性が変化する点，構造的に不連続となる位置，応力評価点等を考慮して設定

する。なお，炉内構造物系の解析モデルの原子炉圧力容器胴板の質点位置は，大型機器系

の質点位置をベースとして炉水の付加質量効果の反映を簡便に算定するため，原子炉圧力

容器内部構造物の質点位置と同一標高となるように設定する。 

 

  1.2.2 質点質量 

質点質量は，各構造物の連続する 2 質点間の質量の 1/2 を各質点に加え，2 質点間の付

加物等の質量も考慮する。なお，質量は定格運転時質量を使用する。 

 

  1.2.3 断面剛性（断面二次モーメント及び有効せん断断面積） 

各構造物の連続する質点間のはりは，等価な曲げ及びせん断剛性を有するようモデル

化している。円筒形またはそれに準ずる構造物について，断面二次モーメント及び有効

せん断断面積は下式により算定している。なお，算定に際しては，公称寸法を使用し，

原則として部材中央の断面で評価する。 

 

 断面二次モーメント：Ⅰ = π
Ｄｏ −Ｄｉ  

 有効せん断断面積：Ａｓ = × π
Ｄｏ −Ｄｉ  

 

ここで， 

Ｄｏ：外径（m） 

Ｄｉ：内径（m） 

 

断面剛性（断面二次モーメント及び有効せん断断面積）の算定例を以下に示す。 
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   (1) 原子炉圧力容器胴板（質点番号：45-44） 

原子炉圧力容器胴板の断面剛性は，部材の諸元を用いて，以下の通り算定する。原子炉

圧力容器胴板の構造概要を図 1.2.3－1に示す。 

 

  Ｄ
ｏ
＝           (m) 

  Ｄ
ｉ
＝           (m) 

 

よって， 

  Ｉ = π64 Ｄ
ｏ

−Ｄ
ｉ

 

    ＝π64 (              −              )＝           (m ) 
  Ａｓ = 12 × π4 Ｄ

ｏ
−Ｄ

ｉ
 

     ＝π8               −          ＝         (m ) 
 

 

 

図 1.2.3－1 原子炉圧力容器胴板（質点：45-44）の構造概要 

  

T.M.S.L. 11.567 m（質点番号：45） 

T.M.S.L. 10.864 m（質点番号：44） 

ＤＯ＝      m 
Ｄｉ＝      m 
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  1.2.4 構造物間ばね定数 

各構造物間を接続する各機器を等価なばねでモデル化する。ばね定数の設定に際しては，

ばねとしてモデル化する部材の形状を考慮して，材料力学の梁の公式，文献等による理論

式又は FEM 解析によりばね定数を算定する。ばね定数の数値一覧を表 1.2.4－1 に，ばね

定数の算定方法の詳細を以下に示す。 

 

表 1.2.4－1 各機器のばね定数 

No. 
名称 ばね定数 

大型機器系 炉内構造物系 

－ Ｋ1 シュラウドサポート  

－ Ｋ2 
制御棒駆動機構ハウジング 

ラテラルレストレント 
 

－ Ｋ3 
制御棒駆動機構ハウジング 

レストレントビーム 
 

Ｋ3 Ｋ4 燃料取替用ベローズ  

Ｋ2 Ｋ5 原子炉圧力容器スタビライザ  

Ｋ1 Ｋ6 ダイヤフラムフロア  
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   (1) シュラウドサポート：Ｋ1（炉内構造物系） 

    a. シュラウドサポートの構造 

 シュラウドサポートは，シュラウドサポートシリンダ，シュラウドサポートプレート

及びシュラウドサポートレグからなる溶接構造物である。シュラウドサポートレグ下端

及びシュラウドサポートプレート外周が原子炉圧力容器に溶接固定されており，シュラ

ウドサポートシリンダを介して炉心シュラウドを支持する。 

 シュラウドサポートの構造概要を図 1.2.4－1に示す。 

 

 

 

図 1.2.4－1 シュラウドサポートの構造概要 

 

  

シュラウドサポートシリンダ 

シュラウドサポートレグ 
シュラウドサポートプレート 

原子炉圧力容器 
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    b. シュラウドサポートのばね定数算定方法 

     (a) 全体でのばね定数算定方法 

シュラウドサポート全体でのばね定数Ｋ1は，シュラウドサポートシリンダ，シュラ

ウドサポートレグ及びシュラウドサポートプレートの回転ばね定数を算出し，以下の

通り組み合わせて算定する。図 1.2.4－2 にばね全体の模式図を示す。 

 Ｋ ＝
11

Ｋ
ＭＡ

＋
1

Ｋ
ＭＡ

＋Ｋ
ＭＢ

 

 

 

図 1.2.4－2 全体ばねの模式図 

 

ここで， 

 ＫＭＡ1  ：シュラウドサポートシリンダのばね定数 

 ＫＭＡ2  ：シュラウドサポートレグのばね定数 

 ＫＭＢ   ：シュラウドサポートプレートのばね定数 

 

     (b) 構成部材のばね定数算定方法 

      イ. シュラウドサポートシリンダ ＫＭＡ1 

シュラウドサポートシリンダのばね定数ＫＭＡ1は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＭＡ

＝
Ｒ

ｍ
・Ａ ・Ｅ

2Ｌ  

 

      ロ. シュラウドサポートレグ ＫＭＡ2 

シュラウドサポートレグのばね定数ＫＭＡ2は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＭＡ

＝
Ｒ

ｍ
・Ａ ・Ｅ

2Ｌ  
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     (c) シュラウドサポートプレート ＫＭＢ 

シュラウドサポートプレートのばね定数ＫＭＢは，以下の式［1］に基づき算定する。 

  Ｋ
ＭＢ

＝α ・Ｅ・ｔ  

 

ここで，以下の各記号は図 1.2.4－3 に示す原子炉圧力容器断面図による。 

 Ｒｍ ：＝ Ｄ
ｉ
−ｔ ＝      (m) 

 Ａ1  ：シュラウドサポートシリンダ断面積 

    ＝π・ｔ Ｄ
ｉ
−ｔ ＝        (m2)  

 Ａ2  ：シュラウドサポートレグ断面積 

    ＝Ｎ・Ｂ・ｔ ＝        (m2) 

 Ｌ1  ：シュラウドサポートシリンダ長さ ＝       (m)  

 Ｌ2  ：シュラウドサポートレグ長さ   ＝       (m)  

 ｔ1  ：シュラウドサポートシリンダ厚さ ＝      (m)  

 ｔ2  ：シュラウドサポートレグ厚さ   ＝      (m)  

 ｔ3  ：シュラウドサポートプレート厚さ ＝      (m) 

 Ｄｏ ：原子炉圧力容器内径       ＝      (m) 

 Ｄｉ ：炉心シュラウド外径       ＝      (m) 

 Ｂ ：シュラウドサポートレグ幅    ＝      (m)  

 Ｎ ：シュラウドサポートレグ個数   ＝   (－)  

 Ｅ ：縦弾性係数           ＝          (t/m2) 

 α2  ：[1]に定める値            ＝    (－) 
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図 1.2.4－3 原子炉圧力容器断面図 

 

   (3) シュラウドサポートのばね定数算定結果 

以上より算定した構成部材及び全体のばね定数の算定結果を表 1.2.4－2に示す。 

 

表 1.2.4－2 シュラウドサポートのばね定数 

 記号 ばね定数 

シュラウドサポートシリンダのばね定数 ＫＭＡ1  

シュラウドサポートレグのばね定数 ＫＭＡ2  

シュラウドサポートプレートのばね定数 ＫＭＢ  

シュラウドサポートのばね定数 Ｋ1 
 

 

 

Ｄｏ 

Ｄｉ 

ｔ3 ｔ1 

ｔ2 Ｌ2 

Ｌ1 

［単位：m］ 

Ｒｍ 
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   (2) 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレント：Ｋ2（炉内構造物系） 

    a. 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントの構造 

 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントは，制御棒駆動機構ハウジングの下

端フランジにボルト締結にて設置された構造物であり，ヘッドボルト，ベース(ヘッドボ

ルト有とボルト無の 2種類)からなる。 

 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントは地震時に制御棒駆動機構ハウジン

グを水平方向に支持し，制御棒駆動機構ハウジングレストレントビームへ荷重を伝達す

る。隣り合う制御棒駆動機構ハウジングは制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレ

ントを介して互いに接触により取り合うため，圧縮方向の荷重は伝達するが，引張方向

の荷重は伝達しない構造である。 

 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントの構造概要を図 1.2.4－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.4－4 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントの構造概要 
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    b. 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントのばね定数算定方法 

     (a) 全体でのばね定数算定方法 

 制御棒駆動機構ハウジング（内側）と制御棒駆動機構ハウジング（外側）は，それ

ぞれ最短部材の中心部と最長部材の最外部の制御棒駆動機構ハウジングを代表させて

モデル化している。ラテラルレストレントを介した荷重伝達をモデル化するため，制

御棒駆動機構ハウジング（内側）と制御棒駆動機構ハウジング（外側）間は，ラテラ

ルレストレントの剛性を考慮したばねで接続している。ここで，ばね定数の設定で考

慮するラテラルレストレントについては，もっとも設置個数が多く，ばね定数が小さ

くなるよう，中心部と最外部間のラテラルレストレントを考慮することとする。（図

1.2.4－4中の        で囲んだ範囲） 

 また，制御棒駆動機構ハウジング（内側）は，    本分の制御棒駆動機構ハウジン

グの重量，断面剛性をモデル化しているため，制御棒駆動機構ハウジングラテラルレ

ストレント全体のばね定数Ｋ2は，図1.2.4－5に示すとおり中央１列の直列ばねがmas

個あるものとし，直列ばねのばね定数を    倍することで算定する。 

 

 

図 1.2.4－5 全体のばね定数算定イメージ 

 

 図 1.2.4－4中の        で囲んだ中央 1 列には，制御棒駆動機構ハウジング間の

ラテラルレストレント  個と制御棒駆動機構ハウジング／レストレントビーム間のラ

テラルレストレント  個が直列に接続されているため，中央１列の直列ばねのばね定

数Ｋ及び全体のばね定数Ｋ2は以下の式に基づき算定する。 

 

   
1
Ｋ

＝ 

 

   Ｋ ＝        × Ｋ＝ 

103 本 

103 個 
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  ここで， 

   ＫＡ ：制御棒駆動機構ハウジング間のラテラルレストレントのばね定数 

   ＫＢ ：制御棒駆動機構ハウジング／レストレントビーム間のラテラルレストレン

トのばね定数 

 

     (b) 構成部材のばね定数算定方法 

      イ. 制御棒駆動機構ハウジング間のラテラルレストレント 

制御棒駆動機構ハウジング間のラテラルレストレントのばね定数ＫＡは，以下の

式に基づき算定する。 

  Ｋ
Ａ
＝

1
1

Ｋ
Ｐ

＋
1

Ｋ
Ｐ

+ 1
Ｋ

Ｐ

+ 1
Ｋ

Ｐ

+ 1
Ｋ

Ｐ

+ 1
Ｋ

Ｐ

 

  Ｋ
Ｐｉ

= Ａ
ｉ
・Ｅ

ｉ

ℓ
ｉ

    ,    ｉ＝1～6 
 

      ロ. 制御棒駆動機構ハウジング／レストレントビーム間のラテラルレストレント 

制御棒駆動機構ハウジング／レストレントビーム間のラテラルレストレントのば

ね定数ＫＢは，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
Ｂ
＝

1
1

Ｋ
Ｐ

＋
1

Ｋ
Ｐ

+ 1
Ｋ

Ｐ

+ 1
Ｋ

Ｐ

 

  Ｋ
Ｐｉ

= Ａ
ｉ
・Ｅ

ｉ

ℓ
ｉ

    ,    ｉ＝1～4 
ここで，各記号は図 1.2.4－6 に示す制御棒駆動機構ハウジング間及び制御棒駆

動機構ハウジング／レストレントビーム間のラテラルレストレントの構成部材構造

図による。 
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図 1.2.4－6 制御棒駆動機構ハウジング間及び制御棒駆動機構ハウジング／ 

レストレントビーム間のラテラルレストレントの構成部材構造図 

 

 

    c. 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントのばね定数算定結果 

 以上より算定した構成部材及び全体のばね定数の算定結果を表 1.2.4－3に示す。 

 

表 1.2.4－3 制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレントのばね定数 

 記号 ばね定数 

制御棒駆動機構ハウジング間のラテラルレス

トレントのばね定数 
ＫＡ  

制御棒駆動機構ハウジング／レストレントビ

ーム間のラテラルレストレントのばね定数 
ＫＢ  

制御棒駆動機構ハウジングラテラルレストレ

ントのばね定数 
Ｋ2  

 

  

l 6

l 5l 4l 3
l 2

l 1

B 1B 2 B 1 B 2f
1

f
2

f
1

f
1

KP1

KP2
KP3 KP4 KP5

KP6

[単位：mm] 
 
ℓ1  =  
ℓ2  =  
ℓ3  =  
ℓ4  =  
ℓ5  =  
ℓ6  =  
B1  =  
B2  =  
t   =  
φ1 =  
φ2 =  

ℓ1  ℓ2  ℓ3 ℓ4  ℓ5 ℓ6 
ℓ1 

ℓ2 ℓ5 ℓ4 ℓ3 

ℓ6 
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   (3) 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム：Ｋ3（炉内構造物系） 

    a. 制御棒駆動機構ハウジングレストレントビームの構造 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビーム（以下「ＣＲＤＨレストレントビー

ム」という。）は，原子炉本体基礎に対し，サポートビームを介して設置され，サポー

トビームは原子炉本体基礎に溶接接続された構造物である。構成部材としてはＣＲＤＨ

レストレントビーム，サポートビームからなる。 

ＣＲＤＨレストレントビームは，制御棒駆動機構ハウジングの水平方向地震荷重を受

けるが，ＣＲＤＨレストレントビームは制御棒駆動機構ハウジングを接触のみで支持し

ているため，圧縮方向の荷重は伝達するが引張方向の荷重は伝達しない構造である。 

ＣＲＤＨレストレントビームの構造概要を図 1.2.4－7に示す。 

 

 

 

図 1.2.4－7 ＣＲＤＨレストレントビームの構造概要 

 

 

  

サポートビーム 
（タイプ A） 

サポートビーム 
（タイプ B） 

ＣＲＤＨレストレントビーム 

断面形状（mm） 
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    b. ＣＲＤＨレストレントビームのばね定数算定方法 

ＣＲＤＨレストレントビームのばね定数Ｋ3は，FEM 解析により算定する。具体的に

は，制御棒駆動機構ハウジングの列ごとに設定した水平荷重を静的に付加した際の最大

変位量を全水平荷重で除することにより算定する。 

 

    c. 計算方法 

計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」により，各部材に断面積，断面二次モーメント，重

量等を与えるビーム要素モデルで解析する。 

 

    d. 計算条件 

     (a) 解析モデル 

ＣＲＤＨレストレントビームの解析モデルを図 1.2.4－8 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.4－8 ＣＲＤＨレストレントビーム解析モデル  
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     (b) 各構成部材の材料物性 

解析に用いる材料物性を以下に示す。 

 縦弾性係数 Ｅ＝19570 ㎏/㎜ 2，ポアソン比 ν＝0.3 

 

     (c) 荷重条件 

ＣＲＤＨ全水平荷重Ｗを，制御棒駆動機構ハウジングの列ごとの本数に応じて分配

した荷重Ｗｉを付加する。荷重の分配は以下に示すとおりである。 

ＣＲＤ17本：Ｗ1＝ 

ＣＲＤ15本：Ｗ2＝ 

ＣＲＤ13本：Ｗ3＝ 

ＣＲＤ11本：Ｗ4＝ 

ＣＲＤ 7本：Ｗ5＝ 

ＣＲＤ 3本：Ｗ6＝ 

 

     (d) 境界条件 

サポートビーム端部は原子炉本体基礎に溶接されていることから境界条件は固定と

する。 

 

    e. ＣＲＤＨレストレントビームのばね定数算定結果 

水平荷重を負荷した際の変形図を図 1.2.4－9 に，ばね定数の算定結果を表 1.2.4－4

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.4－9 ＣＲＤＨレストレントビームの変形図  
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表 1.2.4－4 ＣＲＤＨレストレントビームのばね定数 

全水平荷重 Ｗ 最大変位量 δ ばね定数 Ｋ3 
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   (4) 燃料取替用ベローズ：Ｋ4（炉内構造物系，大型機器系におけるＫ3） 

    a. 燃料取替用ベローズの構造 

燃料取替用ベローズは，燃料取替時にバルクヘッド上部へ水張りを行なう際に，原子

炉圧力容器と原子炉格納容器トップスラブの間を接続するためのステンレス製の構造物

であり，運転時の原子炉圧力容器と原子炉格納容器との熱移動量を吸収できるよう蛇腹

構造としている。 

燃料取替用ベローズの構造概要を図 1.2.4－10 に示す。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.4－10 燃料取替用ベローズの構造概要 

  

［単位：mm］ 

 
 

 

燃料交換ベローズ 

ＲＰＶ 

バルクヘッド 

プレート φ 
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    b. 燃料取替用ベローズのばね定数算定方法 

燃料取替用ベローズのばね定数Ｋ4は，文献より導出される計算式の組合せでばね定

数を算定する。 

     (a) １山あたりの鉛直方向ばね定数［2］：ＫＶ 

   Ｋ
Ｖ
＝

Ｅ・π・Ｄ
ｍ
・ｔ

24・ ａ12 ＋
π4 ・ａ ・ｒ＋2・ａ・ｒ ＋

π2 ・ｒ

 

 

     (b) 水平方向変位 1mm（単位長さ）に対する鉛直方向変位［3］：δｙ 

  δｙ＝
3・Ｄ

ｍ

2・Ｎ・ Ｌ＋ℓ・
ℓ

Ｌ
＋1

 

     (c) 径方向ばね定数［4］：Ｋ4 

  Ｋ ＝
Ｋ

Ｖ
・Ｄ

ｍ
・δ

ｙ

2・Ｌ
 

 

ここで， 

 Ｅ ：ベローズの縦弾性係数＝ 

 Ｄｍ ：ベローズ平均径   ＝ 

 Ｌ ：ベローズ長さ    ＝ 

 ｔ ：ベローズ板厚    ＝  

 ａ ：円板部の厚さ    ＝ 

 ｒ ：山・谷の半径    ＝ 

 ℓ  ：中間長さ      ＝ 

 Ｎ ：山の個数      ＝ 
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    c. 燃料取替用ベローズのばね定数算定結果 

燃料取替用ベローズのばね定数の算定結果を表 1.2.4－5 に示す。 

 

表 1.2.4－5 燃料取替用ベローズのばね定数 

部位 記号 ばね定数 

燃料取替用ベローズ Ｋ4 
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   (5) 原子炉圧力容器スタビライザ：Ｋ5（炉内構造物系，大型機器系におけるＫ2） 

    a. 原子炉圧力容器スタビライザの構造 

原子炉圧力容器スタビライザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）は，原子炉遮蔽

壁頂部に円周状に 8箇所設置され，原子炉圧力容器付属構造物であるスタビライザブラ

ケットを，あらかじめ初期締付荷重を与えた 2組のさらばねを介して両側から挟み込む

構造であり，原子炉圧力容器と原子炉遮蔽壁との水平方向地震荷重を伝達する。 

ＲＰＶスタビライザの構造概要を図 1.2.4－11 に示す。 

 

 

図 1.2.4－11 ＲＰＶスタビライザの構造概要 

 

    b. ＲＰＶスタビライザのばね定数算定方法 

     (a) 全体でのばね定数算定方法 

ＲＰＶスタビライザのばね定数Ｋ5は，ＲＰＶスタビライザの構成部材のうち，スタ

ビライザブラケットからの水平方向荷重に対して寄与する部材を対象とし，これらの

構成要素のばね定数を並列及び直列に組み合わせて算定する。なお，ＲＰＶスタビラ

イザの構成部材のうち，ヨークは，引張側と圧縮側でそれぞれの値を考慮する。 

図 1.2.4－12 に全体ばねの模式図を示す。 

 

図 1.2.4－12 全体ばねの模式図 

スタビライザブラケット 

原子炉圧力容器側 

原子炉遮蔽壁側 

ヨーク 

さらばね 

六角ナット 

スリーブ 

ロッド 

ワッシャ 

ブラケット 

原子炉 
遮蔽壁 

原子炉 
圧力容器 

ＫＢ 

ＫＳＭ 

ＫＨ ＫＳＬ ＫＷ ＫＳ ＫＲ ＫＹＴ 

ＫＹＣ ＫＨ ＫＳＬ ＫＷ ＫＳ ＫＲ 

※：シムは図示なし 

（スタビライザブラケットとヨークの隙間を埋める部材） 
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ＲＰＶスタビライザ１基あたりのばね定数をＫとすると，Ｋは次式により算定され

る。 

Ｋ＝
1

1
1

1

Ｋ
Ｈ

＋
1

Ｋ
ＳＬ

＋
1

Ｋ
Ｗ

＋
1

Ｋ
Ｓ

＋
1

Ｋ
Ｒ

＋
1

Ｋ
ＹＴ

＋
1

1

Ｋ
Ｈ

＋
1

Ｋ
ＳＬ

＋
1

Ｋ
Ｗ

＋
1

Ｋ
Ｓ

＋
1

Ｋ
Ｒ

＋
1

Ｋ
ＹＣ

＋
1

Ｋ
ＳＭ

＋
1

Ｋ
Ｂ

 

 

ＲＰＶスタビライザ 8 基分の全体でのばね定数Ｋ5 は，１基あたりのばね定数Ｋよ

り，荷重－変位の関係から算定する。図 1.2.4－12 に示すとおりＲＰＶスタビライザ

に強制変位ｘを負荷した場合に強制変位と同じ方向に生じる全体荷重Ｗを算出する。

90°及び 270°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ1，45°，

135°，225°及び 315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じる荷重をＷ2’

とし，荷重Ｗ2’の強制変位ｘと同じ方向の分力をＷ2 とする。強制変位ｘを負荷した

ときの 45°，135°，225°及び 315°の位置に設置されたＲＰＶスタビライザに生じ

る接線方向の変位はｘ・cosαであることから，荷重Ｗ2’は以下のとおりとなる。 

  Ｗ ′＝Ｋ・ｘ・ cosα 

図 1.2.4－13 内の拡大図の関係から強制変位ｘと同じ方向の分力Ｗ2 は以下のとお

りとなる。 

  Ｗ ＝Ｗ ′・cosα＝Ｋ・ｘ・ cos α 

したがって，ＲＰＶスタビライザ 8基（全体）のばね定数Ｋは以下の通りとなる。 

  Ｗ＝2・Ｗ ＋4・Ｗ ＝2・ Ｋ・ｘ ＋4・ Ｋ・ｘ・ cos α ＝4・Ｋ・ｘ 

  Ｋ ＝
Ｗ

ｘ
＝4・Ｋ 

 

ここで， 

  ＫＳ  ：さらばねのばね定数 

    ＫＷ  ：ワッシャのばね定数 

   ＫＨ  ：六角ナットのばね定数 

   ＫＳＬ：スリーブのばね定数 

     ＫＲ  ：ロッドのばね定数 

  ＫＳＭ：シムのばね定数 

     ＫＹＴ：ヨークの引張方向ばね定数 

     ＫＹＣ：ヨークの圧縮方向ばね定数 

     ＫＢ  ：ブラケットのばね定数 

 

 

 

                      図 1.2.4－13 水平荷重の分配 
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Ｄｗ＝    mm 

ｄｗ＝     mm 

ｔ＝  mm 

Ｄｗ 

 

ｄｗ 

     (b) 評価部材のばね定数算定方法 

      イ. さらばね ＫＳ 

さらばねのばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
Ｓ
＝ｎ・Ｋ

Ｓ
 

ここで， 

 ＫＳ1 ：一枚あたりのばね定数＝    (t/mm) 

 ｎ ：さらばねの積層枚数＝  (－) 

 

      ロ. ワッシャ ＫＷ 

ワッシャの軸方向ばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
Ｗ
＝

Ａ
Ｗ
・Ｅ

Ｌ
Ｗ

 

ここで， 

 ＡＷ ：断面積＝
π・ Ｄ

ｗ
ｄ

ｗ
＝         (mm2) 

 ＬＷ ：板厚（2枚分）＝                   (mm)  
 Ｅ ：縦弾性係数＝         kg/mm2 

 

      ハ. 六角ナット ＫＨ 

六角ナット             のばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
Ｈ
＝

Ａ
Ｈ
・Ｇ

Ｈ

Ｒ
Ｈ

 

ここで， 

 ＡＨ ：ねじ穴側面積＝2π・Ｒ
Ｈ
・Ｌ＝         (mm2) 

 ＲＨ ：穴の半径＝  (mm)  

 ＧＨ ：せん断弾性係数＝         kg/mm2 
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［単位：mm］ 

 ＤＳＬ ＝ 

 ｄＳＬ1＝ 

 ｄＳＬ2＝ 

 ｔＳＬ ＝ 

 ＬＳＬ1＝ 

ＤＳＬ 

ｔＳＬ 

ｄＳＬ2 

ＬＳＬ1 

ｄＳＬ1 

      ニ. スリーブ ＫＳＬ 

スリーブのばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

Ｋ
ＳＬ

＝
Ｅ

Ｌ
ＳＬ

Ａ
ＳＬ

＋
Ｌ

ＳＬ

Ａ
ＳＬ

 

ここで， 

 ＡＳＬ1 ：座繰り穴側の断面積 

      ＝
π・ Ｄ

ＳＬ
ｄ

ＳＬ
＝         (mm2)  

 ＡＳＬ2 ：ねじ穴側の断面積 

      ＝
π・ Ｄ

ＳＬ
ｄ

ＳＬ
＝         (mm2) 

 ＬＳＬ1 ：座繰り穴深さ＝   (mm) 

 ＬＳＬ2 ：ねじ穴深さ 

      ＝ｔ
ＳＬ

−Ｌ
ＳＬ

＝   (mm) 

 Ｅ   ：縦弾性係数＝         (kg/mm2) 

 

      ホ. ロッド ＫＲ 

ロッドのばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
Ｒ
＝

Ｅ

Ｌ
Ｒ

Ａ
Ｒ

＋
Ｌ

Ｒ

Ａ
Ｒ

 

ここで， 

 ＡＲ1 ：丸棒部断面積 

      ＝
π・ｄ

Ｒ
＝         (mm2)  

 ＡＲ2 ：ねじ部断面積 

      ＝
π・ｄ

Ｒ
＝         (mm2) 

 ＬＲ1 ：丸棒部長さ 

      ＝Ｌ
Ｒ
− Ｌ

Ｒａ
＋Ｙ

Ｒ
＝   (mm) 

 ＬＲ2 ：丸棒部先端からスリーブの六角ナット側端面の距離＝  (mm) 

 Ｅ  ：縦弾性係数＝         (kg/mm2) 

 

ＬＲ１ ＬＲａ ＹＲ 

ＬＲ 

ｄＲ１ ｄＲ2 

［単位：mm］ 

 ＬＲ  ＝ 

 ＬＲａ＝ 

 ＹＲ  ＝ 

 ｄＲ１＝ 

 ｄＲ２＝ 

 

ＬＲ2 
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      ヘ. シム ＫＳＭ 

シムのばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＳＭ

＝
Ａ

ＳＭ
・Ｅ

ｔ
ＳＭ

 

ここで， 

 ＡＳＭ ：断面積 

     ＝       ・ｈ
ＳＭ

＝         (mm2) 

 ｔＳＭ ：厚さ＝   (mm) 

 Ｅ  ：縦弾性係数＝         (kg/mm2) 

 

      ト. ヨーク（引張方向） ＫＹＴ 

ヨーク（引張方向）のばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

  Ｋ
ＹＴ

＝
11

Ｋ
ＹＳ

＋
1

Ｋ
ＹＴＥ

＋
1

Ｋ
ＹＢ

＋
1

Ｋ
ＹＳ

 

 

ここで， 

 ①～④：図 1.2.4－14 に示すヨークのばね定数算定のための計算モデル分割に 

     よる。 

 

 

図 1.2－14 ヨークのばね定数算定のための計算モデル分割 

 

 ＫＹＳ1 ：①及び②ねじ部のせん断によるばね定数 

   ＝
Ａ

ＹＳ
・Ｇ

Ｙ

Ｒ
Ｙ

＝         (kg/mm)  

 ＡＹＳ1 ：①及び②のねじ穴側面積 

      ＝2π・Ｒ
Ｙ
・Ｙ

Ｒ
＝         (mm2) 

ｈＳＭ 

ｈＳＭ＝    mm 

ｔＳＭ＝   mm 

シムとヨークの 

接触長さ＝    mm 
ｔＳＭ 

［単位：mm］ 

  ＤＹ  ＝ 

  ｔ   ＝ 

  ＢＹ  ＝ 

  ｈＹ  ＝ 

  ｈＹ1  ＝ 

  ｈＹ1  ＝ 

  ＬＹＴＥ＝ 

ＤＹ 

ＢＹ ＬＹＴＥ ｔ 

ｈ
Ｙ

 

ｈ
Ｙ

2 

ｈ
Ｙ

1 
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 ＲＹ ：ねじ穴半径 

      ＝
Ｄ

Ｙ
＝    (mm) 

 ＧＹ ：せん断弾性係数＝         (kg/mm2) 

 ＫＹＴＥ ：③及び④の引張りによるばね定数 

   ＝
Ａ

ＹＴＥ
・Ｅ

Ｌ
ＹＴＥ

＝         (kg/mm) 

 ＡＹＴＥ ：③及び④の断面積 

      ＝2・ｈ
Ｙ

・Ｂ
Ｙ
＝         (mm2) 

 ＬＹＴＥ ：③及び④の長さ＝   (mm) 

 ＫＹＢ ：①及び②の曲げによるばね定数 

   ＝
6Ｅ∙Ｉ∙ｃ

ｃ

ｌ′
・ a＋

ｃ

2
・ ｅ＋

ｃ

2
・ ａ＋

ｃ

2
∙ ｌ′＋ｅ+

ｃ

2
－

ｃ

4
－ ａ＋

ｃ

2
＋

(ｃ／2)

4

 

   ＝         (kg/mm) 

 Ｉ ：断面二次モーメント＝         (mm4) 

 Ｅ ：縦弾性係数＝         (kg/mm2) 

 ＫＹＳ2 ：①及び②板部のせん断によるばね定数 

   ＝
ｌ

′
・Ｇ

Ｙ
・l・ｔ

1.2・ｄ・ ａ＋ｃ／2
＝         (kg/mm) 

 

なお，以下の各記号は図 1.2.4－15 に示す①及び②の曲げによるばね定数計算モ

デルによる。 

 ａ ：支持端から分布荷重作用範囲の内，支持端から近い端点の距離 

   ＝     (mm) 

 ｂ ：支持端から分布荷重作用範囲の内，支持端から遠い端点の距離 

   ＝     (mm) 

 ｃ ：分布荷重作用範囲＝   (mm) 

 ｄ ：分布荷重作用範囲中央から支持端（他端）の距離＝    (mm) 

 ｅ ：支持端（他端）から分布荷重作用範囲の内，支持端（他端）から 

   近い端点の距離＝    (mm) 

 ℓ  ：①及び②板部の幅＝   (mm) 

 ℓ' ：支持端間の距離＝    (mm) 

 ｔ ：①及び②板部の厚さ＝  (mm) 

 Ｒ1 ：支持端に作用する反力＝
ｄ・Ｗ・Ｃ

ｌ
′

 

 ｗ ：ヨークに作用する分布荷重 
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図 1.2.4－15 ①及び②の曲げによるばね定数計算モデル 

 

      チ. ヨーク（圧縮方向） ＫＹＣ 

ヨーク（圧縮方向）ばね定数は，以下の式に基づき算定する。 

 Ｋ
ＹＣ

＝Ｋ
ＹＳ

 

 

      リ. ブラケット ＫＢ 

ブラケットばね定数ＫＢは，GEの先行プラント共通の実績値を用いる。 

 

  

 ℓ' 
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    c. ＲＰＶスタビライザのばね定数算定結果 

以上より算定した構成部材，ＲＰＶスタビライザ１基及び全体のばね定数の算定結果

を表 1.2.4－6に示す。 

 

表 1.2.4－6 ＲＰＶスタビライザのばね定数 

 記号 ばね定数 

さらばねのばね定数 ＫＳ  

ワッシャのばね定数 ＫＷ  

六角ナットのばね定数 ＫＨ  

スリーブのばね定数 ＫＳＬ  

ロッドのばね定数 ＫＲ  

シムのばね定数 ＫＳＭ  

ヨークの引張方向ばね定数 ＫＹＴ  

ヨークの圧縮方向ばね定数 ＫＹＣ  

ブラケットのばね定数 ＫＢ  

ＲＰＶスタビライザ１基分のばね定数 Ｋ  

ＲＰＶスタビライザ全体のばね定数 Ｋ5 
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   (6) ダイヤフラムフロア：Ｋ6（炉内構造物系，大型機器系におけるＫ1） 

    a. ダイヤフラムフロアの構造 

ダイヤフラムフロアは，軸対称形状の円環平板の鉄筋コンクリートスラブ構造物であ

る。円環内周端は原子炉本体基礎にシアプレート及び頭付きスタッドを介して結合支持

され，円環外周端はシアプレートを介して原子炉格納容器に荷重を伝える構造になって

いる。なお，円環外周端にはカプラーが設けられ，ダイヤフラムフロアと原子炉格納容

器の鉄筋が接続されている。 

ダイヤフラムフロアの構造概要を図 1.2.4－16 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

T.M.S.L. 12.3m

鉄筋コンクリートスラブ

原子炉格
納容器原子炉

本体基礎

ＣＬ

ＲＰＶ

ＰＬ-16

 

 

図 1.2.4－16 (1) ダイヤフラムフロアの構造概要 

 

(b) 断面図 

ダイヤフラムフロア 
(a) 平面図 

(単位：mm) 
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(c) 原子炉本体基礎側詳細図 

 

 

P3：地震時水平力伝達用シアプレート 

P4：鉛直力伝達用シアプレート 

(d) 原子炉格納容器側詳細図 
 

 

(e) 原子炉格納容器側配筋図 

 

図 1.2.4－16 (2) ダイヤフラムフロアの構造概要 

  

° 
ダイヤフラムフロア

枚/周

本/周

カプラー 
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    b. ダイヤフラムフロアのばね定数算定方法 

ダイヤフラムフロアのばね定数Ｋ6は，FEM 解析により算定する。具体的には，原子

炉本体基礎側に一様の強制変位を与えた際の反力の合計を最大変位量で除することによ

り算定する。 

 

    c. 計算方法 

計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」により，各部材ごとに断面積，断面二次モーメン

ト，重量等を与えるシェル要素モデルで解析する。 

 

    d. 計算条件 

     (a) 解析モデル 

ダイヤフラムフロアの解析モデルは対称性を考慮した 90°対称モデルとしてい

る。ダイヤフラムフロアの解析モデルを図 1.2.4－17 に示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 1.2.4－17 ダイヤフラムフロア解析モデル図  
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     (b) 各構成部材の材料物性 

解析に用いる材料物性を以下に示す。 

 縦弾性係数 Ｅ＝         ㎏/㎜ 2，ポアソン比 ν＝ 

 

     (c) 条件 

ダイヤフラムフロア内面である原子炉本体基礎側に一様の強制変位を与える。 

 

     (d) 境界条件 

ダイヤフラムフロア外面である原子炉格納容器側を固定とする。 

 

    e. ダイヤフラムフロアのばね定数算定結果 

ばね定数の算定結果を表 1.2.4－7に示す。 

 

表 1.2.4－7 ダイヤフラムフロアのばね定数 

反力の合計 ΣＲｘ 最大変位量 δ ばね定数 Ｋ6 
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参考文献 

 [1]：Timoshennko「Theory of Plate and Shell 2nd edtion」Table 04 

 [2]：配管技術(1967) 

 [3]：The M.W.Kellogg Co. 「Design of Piping System」 

 [4]：Expansion Joint Manufacturers Association「STANDARD OF THE EXPANSION JOINT 

MANUFACTURERS ASSOCIATION, 5th edition」Table Ⅲ 
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  1.2.5 材料物性値（縦弾性係数，ポアソン比） 

大型機器，炉内構造物系の材料物性値（縦弾性係数，ポアソン比）は，適用する規格・

基準に基づき，表 1.2.5-1～表 1.2.5-2 に示す値を使用する。また，原子炉建屋の材料物

性値（縦弾性係数，ポアソン比）は，Ⅵ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」に基づき，

表 1.2.6-3 に示す値を使用する。 

 

表 1.2.5-1 大型機器系の物性値 

名称 
縦弾性係数Ｅ 

(MPa) 
ポアソン比ν 出典 

原子炉遮蔽壁  0.30 

(縦弾性係数) 
昭和 55 年 告示 501 号 

(ポアソン比） 
1973 年 鋼構造設計規準 

原子炉本体基礎  0.30 

原子炉圧力容器  0.30 

原子炉圧力容器スカート  0.30 

原子炉格納容器ドライウェル上鏡  0.30 

 

表 1.2.5-2 炉内構造物系の物性値 

名称 
縦弾性係数Ｅ 

(MPa) 
ポアソン比ν 出典 

原子炉遮蔽壁  0.30 

(縦弾性係数) 
昭和 55 年 告示 501 号 

(ポアソン比） 
1973 年 鋼構造設計規準 

原子炉本体基礎  0.30 

原子炉圧力容器  0.30 

原子炉圧力容器スカート  0.30 

原子炉格納容器ドライウェル上鏡  0.30 

燃料集合体  0.41 
試験，文献に基づくメー
カ採用値 

制御棒案内管  0.30 

(縦弾性係数) 
昭和 55 年 告示 501 号 

(ポアソン比） 
1973 年 鋼構造設計規準 

制御棒駆動機構 
ハウジング 
(外側) 

質点 101～102  0.30 

質点 102～106  0.30 

質点 106～108  0.30 

制御棒駆動機構 
ハウジング 

(内側) 

質点 75～76  0.30 

質点 76～80  0.30 

質点 80～81  0.30 

質点 81～83  0.30 

気水分離器及びスタンドパイプ  0.30 

炉心シュラウド  0.30 

原子炉冷却材 

再循環ポンプ 

質点 58～59  0.30 

質点 59～61  0.30 
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表 1.2.5-3 原子炉建屋の物性値 

名称 
縦弾性係数Ｅ 

(MPa) 
ポアソン比ν 出典 

原子炉建屋(建屋部) 2.88×104 0.20 1999 年 鉄筋コンクリー 

ト構造計算規準 原子炉建屋(基礎スラブ) 2.79×104 0.20 
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  1.2.6 原子炉内部構造物の水中での振動の影響を考慮するための付加質量について 

   (1) 水の付加質量 

構造物が流体中で振動する場合，流体－構造物間の相互作用により水中構造物は，複雑

な振動特性を示し，固有振動数及び応答が低下することが知られている。一般に，このよ

うな現象を評価するため，「付加質量」の概念が用いられている。 

付加質量の概念としては，流体中にある構造物が加速度αを受けて運動する場合，構造

物は流体を押しのけて進むことになり，構造物には流体を排除するのに必要な力ＦＷが作

用する。ＦＷは，αに比例することが知られており， 

Ｆ
Ｗ
＝ｍ

Ｖ
・α       （式 1） 

で表される。ここで，ｍＶは構造物の形状等によって決定される質量である。また，周囲に

流体が存在しないとした場合に，質量Ｍの物体にαの加速度を与えるために必要な力ＦＳ

は， 

Ｆ
Ｓ
＝Ｍ・α              （式 2） 

で表される。したがって，流体中の場合，同一の加速度を与えるために必要な力Ｆは，上

述の力の和として下記にて表される。 

Ｆ＝Ｆ
Ｓ
＋Ｆ

Ｗ
＝ Ｍ＋ｍ

Ｖ
・α      （式 3） 

（式３）は，同一の加速度を与えるために流体中においてはあたかも質量がｍＶだけ増加

したような傾向を示すことを意味している。このような現象を付加質量効果と呼び，ｍＶを

付加質量（又は仮想質量）と呼んでいる。地震応答解析モデルにおいては，流体－構造物

間の相互作用の影響のある水平方向について，この付加質量を考慮している。 

 

   (2) 地震応答解析モデルにおける水の付加質量等の効果 

地震応答解析モデルにおける水の付加質量等の効果については，燃料集合体と炉心シュ

ラウドとの関係や，炉心シュラウドと原子炉圧力容器との関係など等価な 2重円筒と考え，

水の付加質量等を考慮した質量マトリックスを構造重量による質量マトリックスに足し合

わせ，全体の運動方程式を，下式を用いて構築している。（出典：ＪＥＡＧ４６０１-1987） 

Ｍ
Ｖ

−ＭＶ −Ｍ
Ｄ
  

−ＭＶ −Ｍ
Ｄ

Ｍ
Ｖ
＋2ＭＤ

＋Ｍ
Ｆ

ｙ̈

ｙ̈
  （式 4） 

ここで， 

 ＭＶ ：仮想質量 

 ＭＤ ：排除質量 

 ＭＦ ：円筒間の水の質量 

 ｙ1 ：内筒の変位 

 ｙ2 ：外筒の変位 
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  1.2.7 原子炉冷却材再循環ポンプの減衰定数 

原子炉冷却材再循環ポンプ（Reactor Internal Pump）（以下「RIP」という。）について

は，水平方向の設計用減衰定数として 3.0%を適用している。この設計用減衰定数は，実機

同等の試験体を用いた振動試験により得られた減衰定数の下限値を下回るよう設定されて

いる。 

本項において，RIP の水平方向に適用する設計用減衰定数 3.0％とした振動試験の概要

及びその結果を示す。 

 

 

 

図 1.2.7-1  RIP 概要図 

 

 

 

 

 

  

インペラ 

ディフューザ 

シャフト 

モータカバー

モータケーシング

ギャップ

RIP ノズル

外側スリーブ

原子炉圧力容器下鏡 

パッド 
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   （1） RIP の減衰定数確認試験 

    a. 振動試験の方法及び試験装置 

原子炉圧力容器及び RIP１台を実規模大で模擬し，実機運転状態と同様の高温・高圧

状態にて試験を実施した。試験装置の概要を図 1.2.7－2 に示す。 

 

 

図 1.2.7－2 試験装置概要図[1] 

 

  

防振壁 

油圧源 

RIP 運転補機 

加振機 
RIP 
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    b. 試験結果 

本試験においては，ケーシング下端変位が約 1.5mm 相当までの試験を実施している。

試験により得られたモータケーシング下端応答変位に対する 1 次固有振動数及び減衰比

の関係を図 1.2.7－3 に示す。 

 

図 1.2.7－3 ケーシング下端変位と固有振動数及び減衰比との関係[1] 

  

モータケーシング下端応答変位が約 1mm 以下の領域では，ほぼ一定の値を示している。

モータケーシング下端応答変位が約 1mm を超えると，固有振動数も減衰定数も上昇する

傾向があり，パッドが RIP ノズル外側スリーブに接触していると考えられる。減衰定数

は，パッド接触前でも 3.0％以上であり，パッドが接触するような大きな変位では減衰

定数はさらに大きくなる。 

 

    c. 設計用減衰定数 

振動試験結果より，パッドが RIP ノズル外側スリーブに接しない低変位振幅領域にお

いて，水平方向の減衰定数は約 3.5%，また，パッドが接するような大変位振幅領域にお

いては，さらに減衰定数が大きくなることが確認された。 

設計用減衰定数は，この試験で取得された減衰定数の下限値を下回るよう 3.0%に設定

した。 

 

 

参考文献 

[1]：高島他，原子炉内蔵型再循環ポンプとポンプシステムの開発，日本機械学会（1987年） 
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  1.2.8 ＲＰＶスタビライザの減衰定数 

ＲＰＶスタビライザについては，水平方向の設計用減衰定数として 2.0%を適用している。

ＲＰＶスタビライザは図 1.2.8－1 に示すとおり複数の構成部材があり，さらばね，ロッ

ド，六角ナット等の部材に生じる摩擦により減衰が生じることから，ＪＥＡＧ4601-1991 

追補版で規定する，「ボルト及びリベット構造物」の減衰定数 2.0%を適用している。 

構成部材と各部材間の荷重伝達形態を整理したものを表 1.2.8－1 に示す。 

 

 

図 1.2.8－1 ＲＰＶスタビライザの構造概要 

 

表 1.2.8－1 ＲＰＶスタビライザの構成部材と荷重伝達形態 

部材名称 荷重伝達形態 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

 

スタビライザブラケット 

原子炉圧力容器側 

原子炉遮蔽壁側 

ヨーク 

さらばね 

六角ナット 

スリーブ 

ロッド 

ワッシャ 

ブラケット 
※：シムは図示なし 

（スタビライザブラケットとヨークの隙間を埋める部材） 
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 1.3 新たに採用する地震応答解析モデルの設定 

  1.3.1 原子炉本体基礎のスケルトン曲線の設定方法  

既工認では，建屋－機器連成地震応答解析モデルにおけるRPVペデスタルのモデル化は，

剛性一定の線形仮定としていた。 

今回設工認では，基準地震動の増大に伴いより適正な地震応答解析を実施する観点から，

RPV ペデスタルも原子炉建屋と同様にコンクリートの剛性変化を考慮した非線形解析モデ

ルを採用する。非線形解析モデルの設定に当たっては，【設置変更許可申請書 まとめ資料 

4 条別紙 1－4】に記載の通り，鉄筋コンクリートの評価手法として実績のある手法に加え，

鋼板とコンクリートの複合構造としての特徴に留意した既往の知見を参考にして行う。 

本項は，RPV ペデスタルのスケルトン曲線の設定について説明するものである。 

 

   (1) RPV ペデスタルのスケルトン曲線の設定方法 

    a. せん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係） 

せん断力－せん断ひずみ関係（Ｑ－γ関係）は，コンクリートのひび割れを表す第 1

折点と鋼板の降伏を表す第 2 折点までを設定する。RPV ペデスタルのせん断力－せん断

ひずみ関係を図 1.3.1－1に示す。 

 

 

 

Ｑ1：第 1折点のせん断力 

Ｑ2：第 2折点のせん断力 

γ1：第 1折点のせん断ひずみ 

γ2：第 2折点のせん断ひずみ 

 

図 1.3.1－1 RPV ペデスタルのせん断力－せん断ひずみ関係 

 

  

Ｑ

γ 
γ

1
0 γ

2

Ｑ 
1

Ｑ 

 
2
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     (a) 第 1折れ点の設定 
RPV ペデスタルにおけるせん断力のスケルトン曲線の第 1 折点は，以下の式より算

出している。 

 【下部ペデスタル】 

 Ｑ ＝ Ａ
Ｃ
＋

Ｇ
Ｓ

Ｇ
Ｃ

・Ａ
Ｓ

・τ
ｃｒ

 

 γ ＝τ
ｃｒ

／Ｇ
Ｃ
 

 ただし，τ
ｃｒ

＝0.5・ 0.31 σＢ・ 0.31 σＢ + σ
ｖ

 

 

 【上部ペデスタル】 

 Ｑ ＝ Ａ
Ｃ
＋

Ｇ
Ｓ

Ｇ
Ｃ

・Ａ
Ｓ

・τ
ｃｒ

 

 γ ＝τ
ｃｒ

／Ｇ
Ｃ
 

 ただし，τ
ｃｒ

＝ 0.31 σＢ・ 0.31 σＢ + σ
ｖ

 

 

 ここで， 

 ＡＣ ：コンクリートのせん断断面積（mm2） 

 ＡＳ ：鋼板のせん断断面積（mm2） 

 ＧＣ ：コンクリートのせん断弾性係数（N/mm2） 

 ＧＳ ：鋼板のせん断弾性係数（N/mm2） 

 σＢ ：コンクリートの圧縮強度（N/mm2） 

 σｖ ：鋼板を考慮した鉛直方向軸応力度（圧縮を正，N/mm2） 
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     (b) 第 2折れ点の設定 

RPV ペデスタルにおけるせん断力のスケルトン曲線の第 2 折点は，以下の式より算

出している。 

 

 【下部ペデスタル】 

 Ｑ ＝
Ｋ

α
+ Ｋ

β

3・Ｋ
α

+ Ｋ
β

・Ａ
Ｓ
・σ

ｙ
 

 γ ＝
Ｑ

Ｋ
α

+ Ｋ
β

 

 ただし，Ｋ
α
＝Ａ

Ｓ
・Ｇ

Ｓ
 

 Ｋ
β
＝

cosθ ・Ｈ

2 1 −ν
Ｃ

Ｅ
Ｃ

′
・ｔ

Ｃ
・ sin 2θ + 12・Ｅ

Ｓ

Ｃ1 + Ｃ2
 

 

 【上部ペデスタル】 

下部ペデスタルと同様 

 

 ここで， 

 ＡＳ ：鋼板のせん断断面積(mm2) 

 ＧＳ ：鋼板のせん断弾性係数(N/mm2) 

 ＥＣ' ：ひび割れを考慮したコンクリートのヤング係数(N/mm2) 

 ＥＳ ：鋼板のヤング係数(N/mm2) 

 Ｋα ：鋼板のせん断剛性(N) 

 Ｋβ ：ひび割れ後の鋼板による拘束効果を考慮したコンクリートの 

有効せん断剛性(N) 

 σｙ ：鋼板の降伏点強度(N/mm2) 

 νＣ ：コンクリートのポアソン比 

 Ｈ ：コンクリートの高さ（mm） 

 ｔＣ ：コンクリート板厚（mm） 

 θ ：せん断ひび割れ角度 

 Ｃ1,Ｃ2 ：寸法とせん断ひび割れ角度θから定まる係数 
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    b. 原子炉本体基礎のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性 

原子炉本体基礎のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性は，最大点指向型モデルと

する。原子炉本体基礎のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性を図 1.3.1－2に示す。 

 

 

 

a. 0－A 間：弾性範囲 

b. A－B 間：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最大点が 

 第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向かう。 

c. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

d. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 1.3.1－2 原子炉本体基礎のせん断力－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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    c. 曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係） 

曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，コンクリートのひび割れを表す第 1折

点と鋼板の降伏を表す第 2 折点までを設定する。RPV ペデスタルの曲げモーメント－曲

率関係を図 1.3.1－3 に示す。 

 

 

 

Ｍ1 ：第 1折点の曲げモーメント 

Ｍ2 ：第 2折点の曲げモーメント 

φ1 ：第 1折点の曲率 

φ2 ：第 2折点の曲率 

 

図 1.3.1－3 RPV ペデスタルの曲げモーメント－曲率関係 

 

  

Ｍ

φ
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     (a) 第 1折れ点の設定 

RPV ペデスタルにおける曲げモーメントのスケルトン曲線の第 1 折点は，以下の式

より算出している。 

 

 【下部ペデスタル】 

 Ｍ ＝Ｚ
ｅ

ｆ
ｔ
＋σ

ｖ
 

 φ ＝／ Ｅ
Ｃ
・Ｉ

ｅ
 

 ただし，ｆ
ｔ
＝0 

 

 【上部ペデスタル】 

 Ｍ ＝Ｚ
ｅ

0.5ｆ
ｔ
＋σ

ｖ
 

 φ ＝Ｍ ／ Ｅ
Ｃ
・Ｉ

ｅ
 

 

 

 ここで， 

 Ｚｅ ：鋼板を考慮した断面係数（mm3） 

 ｆｔ ：コンクリートの曲げ引張強度（N/mm2） 

 σｖ ：鋼板を考慮した鉛直方向軸応力度（圧縮を正，N/mm2） 

 ＥＣ ：コンクリートのヤング係数（N/mm2） 

 Ｉｅ ：鋼板を考慮した断面二次モーメント（mm4） 
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     (b) 第 2折れ点の設定 

RPV ペデスタルにおける曲げモーメントのスケルトン曲線の第 2 折点は，以下の式

より算出している。 

 

 【下部ペデスタル】 

 Ｍ ＝Ｍ
ｙ
 

 φ = φ
ｙ
 

 

 【上部ペデスタル】 

 下部ペデスタルと同様 

 

 ここで， 

 Ｍｙ ：鋼板降伏時モーメント（N・mm） 

 φｙ ：鋼板降伏時曲率（1/mm） 
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    d. 原子炉本体基礎の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

原子炉本体基礎の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，最大点指向型モデルとす

る。原子炉本体基礎の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性を図 1.3.1－4に示す。 

 

 

 

a. 0－A 間：弾性範囲 

b. A－B 間：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最大点が 

 第 1折点を超えていなければ，負側第 1折点に向かう。 

c. 各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

d. 安定ループは面積を持たない。 

 

図 1.3.1－4 原子炉本体基礎の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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   (2) RPV ペデスタルのスケルトン曲線 

    a. 水平方向モデル 

水平方向は，RPV ペデスタルの各質点間を等価な曲げ，せん断剛性を評価した多質点

系モデルとしている。 

代表として，「原子炉本体基礎の地震応答解析モデル」のモデル図を図 1.3.1－5 及び

図 1.3.1－6 に，基本ケースの RPV ペデスタルの諸元を表 1.3.1－2 及び表 1.3.1－3 に

示す。 
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図 1.3.1－5 原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎地震応答解析モデル 

（NS方向 誘発上下動を考慮しない場合） 

  

原子炉格納容器ドライウェル上鏡 
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図 1.3.1－6 原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎地震応答解析モデル 

（EW方向 誘発上下動を考慮しない場合） 

  

原子炉格納容器ドライウェル上鏡 
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表 1.3.1－2 地震応答解析モデル諸元（NS方向） 

質点 

番号 

標高 
T.M.S.L. 

(m) 
要素番号 

質量 

(t) 

断面二次 
モーメント 

(m4) 

有効せん断 
断面積 
(m2) 

28 

上部 

ペデスタル 

28 
2350 

186.0 5.89 
27 590 

27 237.3 7.03 26 357 

26 187.8 4.97 25 346 

25 140.9 3.79 24 201 

下部 

ペデスタル 

24 186.4 5.20 23 314 

23 185.9 3.87 22 298 

22 185.9 3.87 21 224 

21 186.4 5.20 20 249 

20 185.4 5.18 19 412 

19 184.3 5.16 1 － 

 

表 1.3.1－3 地震応答解析モデル諸元（EW方向） 

質点 

番号 

標高 
T.M.S.L. 

(m) 
要素番号 

質量 

(t) 

断面二次 
モーメント 

(m4) 

有効せん断 
断面積 
(m2) 

28 

上部 

ペデスタル 

28 
2350 

185.4 5.93 
27 590 

27 237.3 7.03 26 357 

26 187.2 5.00 25 346 

25 140.9 3.79 24 201 

下部 

ペデスタル 

24 186.4 5.20 23 314 

23 140.2 5.20 22 298 

22 140.2 5.20 21 224 

21 186.4 5.20 20 249 

20 185.4 5.18 19 412 

19 184.3 5.16 1 － 
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    b. 使用材料の物性値  

基本ケースの地震応答解析に用いる RPV ペデスタルの使用材料の物性値を表 1.3.1－

4 及び表 1.3.1－5に示す。 

 

表 1.3.1－4 使用材料の物性値（コンクリート） 

使用材料 
ヤング係数 

ＥＣ(N/mm2) 

せん断弾性係数 

ＧＣ(N/mm2) 

コンクリート＊： 

σＢ＝29.4(N/mm2) 
2.55×104 1.09×104 

注記*：設計基準強度に基づくコンクリート強度 

 

表 1.3.1－5 使用材料の物性値（鋼板） 

使用材料 
ヤング係数 

ＥＳ(N/mm2) 

せん断弾性係数 

ＧＳ(N/mm2) 

鋼板：SPV490 1.92×105 7.39×104 
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    c. せん断力のスケルトン曲線 

基本ケースの RPV ペデスタルの各要素におけるせん断力のスケルトン曲線の諸数値を

表 1.3.1－6 及び表 1.3.1－7 に，スケルトン曲線を図 1.3.1－7及び図 1.3.1－8に示

す。 

 

表 1.3.1－6 せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｑ1 

(×104kN) 

γ1 

(×10-5rad) 

Ｑ2 

(×104kN) 

γ2 

(×10-5rad) 

28 28 7.509 17.25 74.86 322.8 

27 
27 9.347 17.99 82.51 324.6 

26 
26 7.020 19.12 64.36 322.4 

25 
25 5.698 20.37 43.31 329.9 

24 
24 3.708 9.642 34.35 332.7 

23 
23 2.853 9.982 27.84 332.8 

22 
22 2.877 10.06 27.84 332.8 

21 
21 3.789 9.853 34.35 332.7 

20 
20 3.800 9.917 33.89 332.8 

19 
19 3.825 10.03 33.32 332.8 1 

 

表 1.3.1－7 せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｑ1 

(×104kN) 

γ1 

(×10-5rad) 

Ｑ2 

(×104kN) 

γ2 

(×10-5rad) 

28 28 7.563 17.25 75.38 323.0 

27 
27 9.347 17.99 82.51 324.6 

26 
26 7.058 19.12 65.06 322.7 

25 
25 5.698 20.37 43.31 329.9 

24 
24 3.708 9.642 34.35 332.7 

23 
23 3.838 9.982 34.35 332.7 

22 
22 3.870 10.06 34.35 332.7 

21 
21 3.789 9.853 34.35 332.7 

20 
20 3.800 9.917 33.89 332.8 

19 
19 3.825 10.03 33.32 332.8 1 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－6 に対応。 

 

図 1.3.1－7 (1) せん断力のスケルトン曲線（NS方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－6 に対応。 

 

図 1.3.1－7 (2) せん断力のスケルトン曲線（NS方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－7 に対応。 

 

図 1.3.1－8 (1) せん断力のスケルトン曲線（EW方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－7 に対応。 

 

図 1.3.1－8 (2) せん断力のスケルトン曲線（EW方向） 
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    d. 曲げモーメントのスケルトン曲線 

基本ケースの RPV ペデスタルの各要素における曲げモーメントのスケルトン曲線の諸

数値を表 1.3.1－8及び表 1.3.1－9 に，スケルトン曲線を図 1.3.1－9 及び図 1.3.1－

10 に示す。 

 

 

表 1.3.1－8 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｍ1 

(×105kN・m) 

φ1 

(×10-61/m) 

Ｍ2 

(×105kN・m) 

φ2 

(×10-61/m) 

28 28 2.906 8.134 56.59 269.9 

27 
27 4.175 9.167 59.29 262.6 

26 
26 3.906 10.83 45.94 263.8 

25 
25 3.460 12.79 37.89 270.5 

24 
24 1.903 5.319 36.90 249.2 

23 
23 2.273 6.371 36.93 249.7 

22 
22 2.365 6.629 37.04 250.1 

21 
21 2.130 5.954 37.21 250.4 

20 
20 2.195 6.166 34.80 248.6 

19 
19 2.302 6.509 34.95 249.2 1 

 

表 1.3.1－9 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｍ1 

(×105kN・m) 

φ1 

(×10-61/m) 

Ｍ2 

(×105kN・m) 

φ2 

(×10-61/m) 

28 28 2.896 8.135 55.44 269.1 

27 
27 4.175 9.167 59.29 262.6 

26 
26 3.892 10.83 45.39 263.2 

25 
25 3.460 12.79 37.89 270.5 

24 
24 1.903 5.319 36.90 249.2 

23 
23 1.716 6.373 29.19 255.1 

22 
22 1.785 6.629 29.30 255.7 

21 
21 2.130 5.954 37.21 250.4 

20 
20 2.195 6.166 34.80 248.6 

19 
19 2.302 6.509 34.95 249.2 1 

 

 

 

 



65 

  

  

  

注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－8 に対応。 

 

図 1.3.1－9 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－8 に対応。 

 

図 1.3.1－9 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－9 に対応。 

 

図 1.3.1－10 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 1.3.1－9 に対応。 

 

図 1.3.1－10 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW方向） 
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  1.3.2 鉛直方向解析モデル 

   (1) 鉛直方向解析モデルの扱い 

既工認においては，動的地震動を水平方向に対してのみ考慮すればよく，設計の進捗に

あわせて，段階的に以下の大型機器系と炉内構造物系の 2種類の水平方向解析モデルを用

いて分割申請を行っていた。 

 

大型機器系： 原子炉建屋～原子炉格納容器～原子炉遮蔽壁・原子炉本体基礎～ 

原子炉圧力容器 

 

炉内構造物系： 原子炉建屋～原子炉格納容器～原子炉遮蔽壁・原子炉本体基礎～ 

原子炉圧力容器～炉内構造物（気水分離器・炉心シュラウド，燃料集合

体，制御棒案内管）～制御棒駆動機構ハウジング・原子炉冷却材再循環

ポンプ 

 

これに対して，今回設工認では，鉛直動的地震動が導入されたことから，原子炉本体及

び炉内構造物について，鉛直方向応答を適切に評価する観点で，水平方向応答解析モデル

とは別に鉛直方向応答解析モデル（図 1.3.2－1 及び図 1.3.2－2 参照）を新たに採用し，

鉛直地震動に対する評価を実施している。 

  



70 

 

図 1.3.2－1 鉛直方向解析モデル：大型機器系 
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図 1.3.2－2 鉛直方向解析モデル：炉内構造物系 
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   (2) 鉛直方向解析モデルの設定について 

新たに作成する鉛直方向解析モデルは，水平方向解析モデルとの整合を図ることを基本

とし，上下方向の自由度のみを有する，集中質量質点と軸圧縮ばねで構成されるモデルと

して作成している。ここで，水平方向解析モデルでばねとして考慮している設備は，表

1.3.2－2に示す理由により鉛直方向の振動特性には影響を与えないことから，鉛直方向解

析モデルではばねとしてモデル化していない。また，燃料集合体は，制御棒案内管上の燃

料支持金具に着座しており，鉛直方向振動に対しては制御棒案内管の動きに追従するため，

制御棒案内管の鉛直方向応答に影響を与えるのは燃料集合体重量のみとの考え方に基づ

き，鉛直方向解析モデルでは燃料集合体はモデル化せずに制御棒案内管の上端に重量のみ

付加している。なお，燃料集合体は鉛直方向に拘束されていないが，【KK6 補足-024-2 耐

震評価対象の網羅性，既工認との手法の相違点の整理について】に記載の通り，鉛直方向

最大応答震度が 0.88 と 1G 以下であり，浮き上りが生じないことを確認している。 

 

表 1.3.2－1 鉛直方向解析モデルではばねとしてモデル化していない設備（大型機器系） 

No. 名称 ばねとしてモデル化しない理由 

Ｋ1 ダイヤフラムフロア 

鉛直方向解析モデルにてモデル化しているその他構造物
の剛性に対して 2 桁程度小さく，振動特性に有意な影響
を与えないと考えられるため，鉛直方向解析モデルでは
モデル化していない。 

Ｋ2 
原子炉圧力容器 
スタビライザ 

鉛直方向荷重を受け持たない構造であるため，鉛直方向
解析モデルではモデル化していない。 

Ｋ3 燃料取替用ベローズ 
鉛直方向解析モデルにてモデル化しているその他構造物
の剛性に対して無視できる程度に小さい値であるため，
鉛直方向解析モデルではモデル化していない。 
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表 1.3.2－2 鉛直方向解析モデルではばねとしてモデル化していない設備（炉内構造物系） 

No. 名称 ばねとしてモデル化しない理由 

Ｋ1 シュラウドサポート 

水平方向解析モデルでは，水平方向の荷重を受けたシュ
ラウドサポートプレート，レグ及びシリンダによる回転
振動を考慮するために回転ばねに置換していたが，鉛直
方向ではシュラウドの荷重はシリンダ及びレグを介して
原子炉圧力容器下部鏡板に伝達されることから，鉛直方
向解析モデルでは回転ばねではなく，シュラウドサポー
トレグ及びシリンダを軸圧縮ばねとしてモデル化してい
る。 

Ｋ2 
制御棒駆動機構ハウジング 
ラテラルレストレント 

鉛直方向荷重を受け持たない構造であるため，鉛直方向
解析モデルではモデル化していない。 

Ｋ3 
制御棒駆動機構ハウジング 
レストレントビーム 

鉛直方向荷重を受け持たない構造であるため，鉛直方向
解析モデルではモデル化していない。 

Ｋ4 燃料取替用ベローズ 
鉛直方向解析モデルにてモデル化しているその他構造物
の剛性に対して無視できる程度に小さい値であるため，
鉛直方向解析モデルではモデル化していない。 

Ｋ5 
原子炉圧力容器 
スタビライザ 

鉛直方向荷重を受け持たない構造であるため，鉛直方向
解析モデルではモデル化していない。 

Ｋ6 ダイヤフラムフロア 

鉛直方向解析モデルにてモデル化しているその他構造物
の剛性に対して 2 桁程度小さく，振動特性に有意な影響
を与えないと考えられるため，鉛直方向解析モデルでは
モデル化していない。 
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鉛直方向解析モデルの質点質量算定の基本方針は，水平方向解析モデルと同様とし，炉

水の質量は炉水を支持する部位の面積に対応して配分する等，荷重伝達経路を考慮して振

り分けを行う。なお，ダイヤフラムフロアについては，水平方向解析モデルと同様，質量

を全て RPV ペデスタルに配分している。 

鉛直方向解析モデルの断面剛性算定の基本方針は，円筒形又はそれに準ずる構造物につ

いて，下式により全断面を用いてばね定数を算定している。 

 

 Ｋ＝ＡＥ／Ｌ 

ここで， 

Ａ：断面積（m2） 

Ｅ：縦弾性係数（t/m2） 

Ｌ：部材長（m） 

 

質点質量及びばね定数の算定例を以下に示す。 

 

    a. 質点質量 

     (a) 原子炉圧力容器胴板（炉内構造物系，質点番号：32） 

  

 

 

 

 

 

 鉛直方向解析モデル質点質量＝水平方向解析モデル質点質量−炉水質量 

              ＝                             ＝36.22(t) 
 

表 1.3.2－3 原子炉圧力容器胴板（炉内構造物系）の質点質量算定結果 

 
水平方向 

解析モデル 

鉛直方向 

解析モデル 
備考 

質点番号 52 32  

標高 T.M.S.L.(m) 16.506  

本体質量(t)   

付加物 

質量 

(t) 

配管   

炉内機器   

炉水質量(t)   
 

 

質点質量(t) 91.51 36.22  
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    b. ばね定数 

     (a) 原子炉圧力容器胴板（炉内構造物系，質点番号：25-24） 

 原子炉圧力容器胴板の断面剛性は，部材の諸元を用いて，全断面によるばね定数を

以下の通り算定する。 

 

  Ａ＝ NS 方向有効せん断断面積 ＋ EW 方向有効せん断断面積  

   ＝                                         ( ) 
  Ｅ＝                      (t/ ) 
  Ｌ＝0.703 (m) 
 

 よって， 

  Ｋ＝
ＡＥ

Ｌ
 

   ＝
                              0.703 ＝               (t/m) →                        (kN/m) 

 

     (b) シュラウドヘッド（炉内構造物系，質点番号：52-51） 

 シュラウドヘッドは形状が円筒ではなく水平方向の広がりを持つことから，理論式

［1］を用いて，以下の通り算定する。なお，シュラウドヘッドはスタンドパイプ貫通孔

を有することから，スタンドパイプ貫通孔による剛性低下の効果を，物性値を補正す

ることにより模擬する（リガメント効率：O'Donnell の方法［2］）。シュラウドヘッドの

構造概要を図 1.3.2－3に示す。 

 

 Δｙ＝
ρ・Ｒ

Ｅ
∗ sin θ + 1＋ν

∗
・ln 2

1 + cosθ
[ ]

 
 Ｐ＝2π・Ｒ 1− cosθ ・ｔ・ρ 
 Ｋ = Ｐ

Δｙ
= 2π 1 − cosθ ・ｔ・Ｅ

∗

sin θ + 1 + ν
∗ ∙ ln 21 + cosθ

 

                 = 2π × (1 − cos           ) ×                ×                  
sin             +(1 + 0.334) ∙ ln 21 + cos              

 =                       (kN/m) 
 ここで 

  ｙ ：高さ 

  Δｙ：高さｙに対する変形量 

  Ｐ ：自重 

  Ｒ ：面内半径 

  ρ ：単位体積重量 
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  η：リガメント効率＝ Ｐ−Ｄ ／Ｐ
［ ］

 

           ＝ 

 

 よって，下表を線形補間することにより， 

  Ｅ
∗
：補正後の縦弾性係数＝           × Ｅ 

               ＝                         (kN/ ) 
  ν

∗
：補正後のポアソン比＝  

 

 

表 1.3.2－4 三角配列の貫通孔を有す多孔板の有効断面定数［2］ 

η 0.333 0.5 0.7 1.0 

Ｅ*／Ｅ 0.311 0.529 0.79 1.0 

ν* 0.363 0.319 0.308 0.3 

 

 

図 1.3.2－3 シュラウドヘッド（炉内構造物系，質点：52-51）の構造概要 

 

     (c) 原子炉圧力容器下部鏡板（炉内構造物系，質点番号：62-81） 

 原子炉圧力容器下部鏡板はシュラウドヘッドと同様に形状が円筒ではなく水平方向

の広がりを持つことから，原子炉圧力容器下部鏡板の断面剛性は理論式［1］を用いて，

以下の通り算定する。なお，原子炉圧力容器下部鏡板は制御棒駆動機構ハウジング貫

通孔を有するが，制御棒駆動機構ハウジング貫通孔には制御棒駆動機構ハウジング貫

通孔スタブチューブが取りついており，貫通孔による剛性低下を補強する効果がある

ことから，貫通孔なしとしてばね定数を算定する。原子炉圧力容器下部鏡板の構造概

要を図 1.3.2－4 に示す。 

 

 Δｙ＝
ρ・Ｒ

Ｅ
sin θ + 1＋ν ・ln 2

1 + cosθ
[ ]

 

スタンドパイプ貫通孔の配置 
Ｐ 

Ｄ 
Ｐ＝      m 
Ｄ＝      m 
 

t ＝ 

θ＝ 

Ｅ＝ 

ν＝ 

T.M.S.L. 16.506 m（質点番号：52） 

T.M.S.L. 15.641 m（質点番号：51） 
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 Ｐ＝2π・Ｒ 1− cosθ ・ｔ・ρ 
 Ｋ = Ｐ

Δｙ
= 2π 1 − cosθ ・ｔ・Ｅ

sin θ + 1 + ν ∙ ln 21 + cosθ
 

                 = 2π × (1 − cos           ) ×             ×               
sin           +(1 + 0.3) ∙ ln 21 + cos          

 =                      (kN/m) 
 ここで 

  ｙ ：高さ 

  Δｙ：高さｙに対する変形量 

  Ｐ ：自重 

  Ｒ ：面内半径 

  ρ ：単位体積重量 

 

 

図 1.3.2－4 原子炉圧力容器下部鏡板（炉内構造物系，質点：62-81）の構造概要 

 

 

参考文献 

 [1]：Roark「FORMURAS FOR STRESS AND STRAIN，6th edition」Table 28 No.3c 

 [2]：T.SLOT 他「Effective Elastic Constants for Thick Perforated Plates With Square and 

Triangular Penetration Patterns」Journal of Engineering for Industry(‘71/11) 

 

 

  

t ＝ 

θ＝ 

Ｅ＝ 

ν＝ 

T.M.S.L. 5.069 m（質点番号：62） 

T.M.S.L. 5.819 m（質点番号：81） 
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2. 誘発上下動の考慮方法 

本章は，建屋地震応答解析における各入力地震動が接地率に与える影響を踏まえた誘発上下動

の考慮方法を以下に示す。 

 

 2.1 考慮方針 

Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2. 地震応答解析の基本方針」に基づき誘発

上下動を考慮する場合には，鉛直方向地震力に対する鉛直方向の応答時刻歴に，以下の通り誘

発上下動の応答時刻歴を時々刻々加算及び減算をする。 

・Ｖ＋ＸＶ 

・Ｖ＋ＹＶ 

・Ｖ－ＸＶ 

・Ｖ－ＹＶ 

ここで， 

Ｖ ：鉛直方向地震力に対する鉛直方向の応答時刻歴 

ＸＶ ：Ｘ方向地震力に対する誘発上下動の応答時刻歴 

ＹＶ ：Ｙ方向地震力に対する誘発上下動の応答時刻歴 

 

 2.2 考慮方法 

誘発上下動の考慮フローを図 2－1 に，図 2－1 中の各手順の詳細を 2.2.1～2.2.3 に示

す。  



 

79 

  

 
図 2－1 誘発上下動の考慮フロー  
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 2.2.1 地震応答解析 

誘発上下動を考慮した地震応答解析を実施する場合，水平加振により励起される上下応

答を評価するため，水平方向と鉛直方向の地震応答解析モデルを，基礎底面で回転・鉛直連

成ばねを用いて連成した解析モデルを用い，水平方向の地震力を入力とした浮き上がり非

線形地震応答解析を行う。地震応答解析モデルを図 2－2及び図 2－3に示す。 

また，誘発上下動を考慮した地震応答解析は，工事計画に係る補足説明資料【KK6 補足-

025-1 原子炉建屋の原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説明資料】に記載の接地率

を踏まえて実施し，ケース 7 及び 8 の接地率は基本ケースの接地率に準ずる。基準地震動 

Ｓｓについて，誘発上下動を考慮した地震応答解析を実施する解析ケース及び入力地震動

を表 2－1に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析においては，全ての解

析ケース及び入力地震動に対して接地率が 65%以上であるため，誘発上下動を考慮しない。 

以降は，Ｘ方向を NS 方向，Ｙ方向を EW方向に置き換えて示す。 
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図 2－2（1/2） 原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎 

地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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図 2－2（2/2） 原子炉本体 地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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図 2－3（1/4） 原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎 地震応答解析モデル（NS方向 誘発上下動を考慮する場合） 
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図 2－3（2/4） 原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎 地震応答解析モデル（EW方向 誘発上下動を考慮する場合） 
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図 2－3（3/4） 原子炉本体 地震応答解析モデル（NS 方向 誘発上下動を考慮する場合） 
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図 2－3（4/4） 原子炉本体 地震応答解析モデル（EW 方向 誘発上下動を考慮する場合） 
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表 2－1 誘発上下動を考慮するケース及び地震動（基準地震動Ｓｓ） 

 
Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 

NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW NS EW 

①ケース 1 

（設工認モデル） 
   考慮             

②ケース 2 

（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 

                

③ケース 3 

（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 

   考慮           考慮  

④ケース 4 

（建屋剛性 

コア平均） 

   考慮             

⑤ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 
   考慮             

⑥ケース 6 

（回転ばね低減） 
考慮 考慮  考慮           考慮 考慮 

⑦ケース 7 
（原子炉本体基礎 ダイヤ

フラムフロア 実強度） 
   考慮             

⑧ケース 8 
（原子炉本体基礎 スケル

トン曲線 曲線包絡） 
   考慮             

注： 上記表のハッチングは，基本ケースの地震力等を踏まえ，材料物性の不確かさ等を考慮したケースでは検討に用いない地震動。 
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 2.2.2 応答時刻歴の加算及び減算 

誘発上下動を考慮した応答値を算定する場合は，鉛直方向の地震力に対する地震応答解

析結果（解析モデルは図 2－2を使用）と，NS 及び EW方向の地震力に対する地震応答解析

結果（解析モデルは図 2－3を使用）で，以下の通り応答時刻歴の時々刻々加算と減算を行

う。 

・Ｖ＋NSＶ 

・Ｖ＋EWＶ 

・Ｖ－NSＶ 

・Ｖ－EWＶ 

 

 2.2.3 最大値の選定 

誘発上下動を考慮した応答値として，2.2.2 で作成した以下の加算及び減算した応答時

刻歴に加え，鉛直方向の地震力に対する応答時刻歴（Ｖ）より，最大値を選定する。 

・Ｖ 

・Ｖ＋NSＶ 

・Ｖ＋EWＶ 

・Ｖ－NSＶ 

・Ｖ－EWＶ 
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2.3 各耐震条件の作成方法 

耐震評価に適用する耐震条件のうち，誘発上下動を考慮する以下の各耐震条件の作成手順を

2.3.1～2.3.3 に示す。 

・最大応答加速度 

・床応答スペクトル 

・軸力 
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2.3.1 最大応答加速度 

  地震応答解析～最大応答加速度算定までの手順を図 2－4 に示す。 

 
図 2－4 誘発上下動を考慮した耐震条件作成手順（最大応答加速度） 

（炉心シュラウド T.M.S.L. 9.349(m) 基本ケース，Ss-2 の例） 
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2.3.2 床応答スペクトル 

   地震応答解析～床応答スペクトル作成までの手順を図 2－5 に示す。 

 
図 2－5 誘発上下動を考慮した耐震条件作成手順（床応答スペクトル） 

（炉心シュラウド T.M.S.L. 9.349(m) 基本ケース，Ss-2 の例） 
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2.3.3 軸力 

   地震応答解析～軸力算定までの手順を図 2－6 に示す。 

 
図 2－6 誘発上下動を考慮した耐震条件作成手順（軸力） 

（炉心シュラウド 質点 42－43 間要素 基本ケース，Ss-2 の例） 
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3. 建屋－機器連成地震応答解析固有の材料物性の不確かさ等の検討ケースについて 

本章は，建屋－機器連成地震応答解析固有の材料物性の不確かさ等の検討ケースについて説明

するものである。 

 3.1 検討方針 

建屋―機器連成地震応答解析モデルでは，原子炉建屋（以下「R/B」という。）の地震応答解

析にてモデル化している地盤，鉄筋コンクリート構造物等に加え，原子炉圧力容器等の機器等

もモデル化し，連成している。そのため，建屋－機器連成地震応答解析においては，R/B の地

震応答解析にて考慮するコンクリート剛性及び地盤剛性の材料物性の不確かさに加えて，連成

している「原子炉本体基礎の地震応答解析モデル」及び「炉心，原子炉圧力容器および圧力容

器内部構造物の地震応答解析モデル」における RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンク

リート剛性の材料物性の不確かさについて R/B と同様に検討する。更に，今回設工認にて新た

に採用する RPV ペデスタルの復元力特性の設定手法特有の配慮について検討する。 
 

 3.2 材料物性の不確かさ等 

  3.2.1 RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート剛性 

原子炉本体基礎とダイヤフラムフロアのコンクリートについては，R/B 等のような施工

時の「91 日強度データ」がなく，プラント運転開始後にもコア採取を実施していないが，

R/B 等と同様に現実のコンクリート強度は設計基準強度を上回ると考えられる。 

 

  3.2.2 手法特有の配慮 

今回設工認では，RPV ペデスタルの復元力特性について，より現実に近い地震応答解析

を実施するため，内部に充てんされたコンクリートのひび割れに伴う剛性変化を考慮した

スケルトン曲線を採用している。このスケルトン曲線は，第 1折点を内部コンクリーのひ

び割れが生じる点，第 2折点を鋼板が降伏する点として 2直線で近似しており，第 1折点

を超えた範囲では剛性が一定との仮定に基づいている。しかしながら，実現象としての RPV

ペデスタルの挙動は，第 1折点で初期ひび割れが生じた後も，荷重の増加に伴い内部コン

クリートのひび割れは徐々に増加していくこととなる。ひび割れの増加はコンクリートの

剛性低下を意味することから，第 1 折点から第 2 折点の間の区間は直線で近似するより 

も，徐々に剛性すなわちスケルトン曲線の勾配が低下する曲線で近似する方が実現象に近

いと考えられる。 

 

 3.3 材料物性の不確かさ等の設定 

建屋－機器連成地震応答解析にて考慮する不確かさ等の設定を 3.3.1 及び 3.3.2 に，解析ケ

ースを表 3－1に示す。 
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表 3－1 建屋－機器連成地震応答解析における材料物性の不確かさ等を考慮する解析ケース 

検討ケース 

コンクリート剛性 回転 
ばね 
定数 

地盤剛性 
原子炉本体基礎
のスケルトン 
曲線の設定方法 

備考 

原子炉建屋 
原子炉本体 

基礎 
ダイヤフラム 

フロア 

①ケース 1 
（設工認モデル） 

実強度 
43.1N/mm2 

設計基準強度 
29.4N/mm2  

設計基準強度 
32.3N/mm2 

100% 標準地盤 折線近似 基本ケース 

②ケース 2 
（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 

実強度＋σ 
46.0N/mm2 

設計基準強度 
29.4N/mm2  

設計基準強度 
32.3N/mm2  

100% 

標準地盤＋σ 
（新期砂層+13%， 
古安田層+25%， 
西山層+10%） 

折線近似 
地盤剛性の変化に
伴い，回転ばね定
数が変化 

③ケース 3 
（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 

実強度－σ 
40.2N/mm2 

設計基準強度 
29.4N/mm2 

設計基準強度 
32.3N/mm2 

100% 

標準地盤－σ 
（新期砂層-13%， 
古安田層-25%， 
西山層-10%） 

折線近似 
地盤剛性の変化に
伴い，回転ばね定
数が変化 

④ケース 4 
（建屋剛性 

コア平均） 

実強度 
（コア平均） 
55.7N/mm2 

設計基準強度 
29.4N/mm2 

設計基準強度 
32.3N/mm2 

100% 標準地盤 折線近似 

 

⑤ケース 5 
（建屋剛性－2σ） 

実強度－2σ 
37.2N/mm2 

設計基準強度 
29.4N/mm2 

設計基準強度 
32.3N/mm2 

100% 標準地盤 折線近似 

 

⑥ケース 6 
（回転ばね低減） 

実強度 
43.1N/mm2 

設計基準強度 
29.4N/mm2 

設計基準強度 
32.3N/mm2 

50% 標準地盤 折線近似 

 

⑦ケース 7 
（原子炉本体基礎 ダイヤ

フラムフロア 実強度） 

実強度 
43.1N/mm2 

実強度 

39.2N/mm2 
実強度 

43.1N/mm2 
100% 標準地盤 折線近似 

建屋－機器連成
地震応答解析固
有のケース 

⑧ケース 8 
（原子炉本体基礎 スケル

トン曲線 曲線包絡） 

実強度 
43.1N/mm2 

設計基準強度 
29.4N/mm2 

設計基準強度 
32.3N/mm2 

100% 標準地盤 
折線近似 

（曲線近似を 
包絡） 

建屋－機器連成
地震応答解析固
有のケース 
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  3.3.1 RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート剛性（ケース 7） 

RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート強度には，既工認と同様に設計基

準強度を用いることを基本としているが，R/B 等と同様の検討として実強度相当を考慮す

る。 

なお，ダイヤフラムフロアの実強度は，ダイヤフラムフロアの設計基準強度が R/B と同

じ値であることから，R/B と同じ値（43.1N/mm2）を用いることとし，RPV ペデスタルは設

計基準強度が同じ値である基礎スラブと同様に，R/B 等で実測値をもとに設定したコンク

リート強度を参照した実強度を用いる。 

具体的には，以下の通り R/B のコンクリート実強度（43.1N/mm2）に，RPV ペデスタルの

設計基準強度（29.4N/mm2）と R/B の設計基準強度（32.3N/mm2）の比率を乗じることによ 

り，影響評価に用いる RPV ペデスタルの実強度は 39.2N/mm2を用いる。 

 
RPV ペデスタルの実強度 ＝ R/B の実強度 × ――――――――――――――――――――― 

 
           ＝ 43.1 (N/mm2) × ―――――――――― 

 
           ＝ 39.2 (N/mm2) 

 

RPV ペデスタルとダイヤフラムフロアのコンクリート強度に実強度を用いることを踏ま

えて設定した RPV ペデスタルのスケルトン曲線及びダイヤフラムフロアのばね定数を以下

に示す。 

  

RPV ペデスタルの設計基準強度 

R/B の設計基準強度 
29.4 (N/mm2) 

32.3 (N/mm2) 
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   (1) RPV ペデスタルのスケルトン曲線 

    a. せん断力のスケルトン曲線 

ケース 7の RPV ペデスタルの各要素におけるせん断力のスケルトン曲線の諸数値を表

3－2及び表 3－3に，スケルトン曲線を図 3－1及び図 3－2に示す。 

 

表 3－2 せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｑ1 

(×104kN) 

γ1 

(×10-5rad) 

Ｑ2 

(×104kN) 

γ2 

(×10-5rad) 

28 28 8.187 17.22 76.34 321.2 

27 
27 10.18 17.90 84.07 323.3 

26 
26 7.596 18.95 65.71 320.6 

25 
25 6.139 20.12 43.80 329.6 

24 
24 4.061 9.528 34.39 332.8 

23 
23 3.111 9.848 27.87 332.8 

22 
22 3.134 9.920 27.87 332.8 

21 
21 4.143 9.720 34.39 332.8 

20 
20 4.156 9.784 33.92 332.8 

19 
19 4.180 9.880 33.35 332.7 1 

 

表 3－3 せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｑ1 

(×104kN) 

γ1 

(×10-5rad) 

Ｑ2 

(×104kN) 

γ2 

(×10-5rad) 

28 28 8.246 17.22 76.86 321.4 

27 
27 10.18 17.90 84.07 323.3 

26 
26 7.633 18.95 66.42 320.9 

25 
25 6.139 20.12 43.80 329.6 

24 
24 4.061 9.528 34.39 332.8 

23 
23 4.197 9.848 34.39 332.8 

22 
22 4.228 9.920 34.39 332.8 

21 
21 4.143 9.720 34.39 332.8 

20 
20 4.156 9.784 33.92 332.8 

19 
19 4.180 9.880 33.35 332.7 1 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－2に対応。 

 

図 3－1 (1) せん断力のスケルトン曲線（NS 方向）  
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－2に対応。 

 

図 3－1 (2) せん断力のスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－3に対応。 

 

図 3－2 (1) せん断力のスケルトン曲線（EW 方向）  
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－3に対応。 

 

図 3－2 (2) せん断力のスケルトン曲線（EW 方向） 
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    b. 曲げモーメントのスケルトン曲線 

ケース 7の RPV ペデスタルの各要素における曲げモーメントのスケルトン曲線の諸数

値を表 3－4及び表 3－5に，スケルトン曲線を図 3－3及び図 3－4に示す。 

 

 

表 3－4 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｍ1 

(×105kN・m) 

φ1 

(×10-61/m) 

Ｍ2 

(×105kN・m) 

φ2 

(×10-61/m) 

28 28 3.107 8.022 58.26 259.8 

27 
27 4.443 8.965 61.21 251.9 

26 
26 4.111 10.51 47.35 252.4 

25 
25 3.603 12.32 38.95 258.6 

24 
24 1.903 4.833 38.10 238.0 

23 
23 2.274 5.793 38.13 238.4 

22 
22 2.366 6.027 38.25 238.7 

21 
21 2.128 5.405 38.43 238.9 

20 
20 2.193 5.595 35.97 237.1 

19 
19 2.301 5.905 36.14 237.6 1 

 

表 3－5 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｍ1 

(×105kN・m) 

φ1 

(×10-61/m) 

Ｍ2 

(×105kN・m) 

φ2 

(×10-61/m) 

28 28 3.095 8.021 57.06 258.9 

27 
27 4.443 8.965 61.21 251.9 

26 
26 4.098 10.51 46.78 251.8 

25 
25 3.603 12.32 38.95 258.6 

24 
24 1.903 4.833 38.10 238.0 

23 
23 1.711 5.793 30.14 243.1 

22 
22 1.781 6.030 30.26 243.6 

21 
21 2.128 5.405 38.43 238.9 

20 
20 2.193 5.595 35.97 237.1 

19 
19 2.301 5.905 36.14 237.6 1 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－4に対応。 

 

図 3－3 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－4に対応。 

 

図 3－3 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－5に対応。 

 

図 3－4 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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注記*：各図上に記載の要素番号は表 3－5に対応。 

 

図 3－4 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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   (2) ダイヤフラムフロアのばね定数 

 ダイヤフラムフロアのばね定数は，基本ケースのばね定数に，ダイヤフラムフロアの実

強度と設計基準強度の縦弾性係数の比率を乗じることにより算定する。 

 算定したばね定数を表 3－6に示す。 

 

表 3－6 ダイヤフラムフロアのコンクリート強度及びばね定数 

 基本ケース ケース 7 

コンクリート強度 32.3N/mm2 43.1N/mm2 

ばね定数   
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  3.3.2 手法特有の配慮（ケース 8） 

RPV ペデスタルのスケルトン曲線の設定は折線近似を基本としているが，現実には上に

凸な曲線になると考えられることから，各要素，各方向（NS，EW 方向）の曲げモーメント

のスケルトン曲線について，曲線近似を包絡するように，基本ケースの折線近似のスケル

トン曲線の第二勾配の領域を一律同じ値だけ嵩上げした曲線近似包絡のスケルトン曲線を

考慮する（図 3－5）。 

なお，スケルトン曲線の曲線近似は，第 1折点以降に対して第 2折点の算出と同様の手

法で曲げモーメントと曲率の関係を求め，プロットすることにより行う。 

曲線近似包絡により設定したスケルトン曲線の諸数値を表 3－7及び表 3－8に，スケル

トン曲線を図 3－6及び図 3－7に示す。 

 

 

 

図 3－5 曲線近似を包絡したスケルトン曲線 概要図 

  

0

1

2

3

4

0 100 200 300

Ｍ
(
×
1
05
k
N
・
m)

φ(×10-61/m)

基本ケース（折線近似）

曲線近似

ケース8（曲線包絡） 嵩上げ量

嵩上げ量

嵩上げ量

嵩上げ量

嵩上げ量



 

108 

 

表 3－7 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｍ1 

(×105kN・m) 

φ1 

(×10-61/m) 

Ｍ2 

(×105kN・m) 

φ2 

(×10-61/m) 

28 28 4.510 12.63 57.27 269.9 

27 
27 5.273 11.58 59.86 262.6 

26 
26 4.758 13.19 46.40 263.8 

25 
25 4.357 16.11 38.35 270.5 

24 
24 3.345 9.349 37.76 249.2 

23 
23 3.566 9.996 37.71 249.7 

22 
22 3.680 10.31 37.83 250.1 

21 
21 3.655 10.22 38.12 250.4 

20 
20 3.629 10.19 35.69 248.6 

19 
19 3.791 10.72 35.88 249.2 1 

 

表 3－8 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW方向） 

質点 

番号 

要素 

番号 

Ｍ1 

(×105kN・m) 

φ1 

(×10-61/m) 

Ｍ2 

(×105kN・m) 

φ2 

(×10-61/m) 

28 28 4.394 12.34 56.09 269.1 

27 
27 5.273 11.58 59.86 262.6 

26 
26 4.716 13.12 45.84 263.2 

25 
25 4.357 16.11 38.35 270.5 

24 
24 3.345 9.349 37.76 249.2 

23 
23 3.185 11.83 30.06 255.1 

22 
22 3.291 12.22 30.19 255.7 

21 
21 3.655 10.22 38.12 250.4 

20 
20 3.629 10.19 35.69 248.6 

19 
19 3.791 10.72 35.88 249.2 1 
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－7に対応。 

 

図 3－6 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－7に対応。 

 

図 3－6 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（NS 方向） 
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－8に対応。 

 

図 3－7 (1) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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*：各図上に記載の要素番号は表 3－8に対応。 

 

図 3－7 (2) 曲げモーメントのスケルトン曲線（EW 方向） 
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4. 燃料取替用ベローズの耐震性について 

4.1 概要 

燃料取替用ベローズは地震時の要求機能はないが，大型機器系及び炉内構造物系の地震応答

解析モデルでばねとして考慮していることから，モデル上期待できることを確認した。確認結

果を本章に示す。 

 

4.2 一般事項 

  4.2.1 構造概要 

燃料取替用ベローズは，燃料交換時にバルクヘッド上部へ水張りを行なう際に，原子炉

圧力容器と原子炉格納容器トップスラブの間を接続するためのステンレス製の構造物であ

り，運転時の原子炉圧力容器と原子炉格納容器との熱移動量を吸収できるよう蛇腹構造と

している。 
燃料取替用ベローズの概略図を図 4－1に示す。 

 

 
図 4－1 燃料取替用ベローズの概略図   

［単位：mm］ 
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  4.2.2 評価方針 

燃料取替用ベローズの健全性評価については，プラントの状態に応じベローズが変形す

る変位量及び繰返し回数に対して疲労評価を行うこととする。ここでいうプラントの状態

とは，通常運転時，燃料交換時，地震時である。 

    

  4.2.3 適用規格 

燃料取替用ベローズの適用規格としては，設計時においては告示５０１第 43 条 8 項を

準用していたため，今回評価ではＪＳＭＥ設計・建設規格[1]「PVD-3410 伸縮継手の疲労

評価」を準用する。 

 

4.3 評価条件 

燃料取替用ベローズの評価条件として，各状態の変位量と設計繰返し回数を表 4－1に示す。

本評価においては，設計時に想定していた各状態の条件(ケース 1～3)のうち，地震時を今回設

工認における基準地震動 Ss に対する条件(ケース 3’)に見直した評価条件とした。 

ケース 3’の地震時変位量は，基準地震動 Ssによる基本ケース及び材料物性の不確かさ等を

考慮した条件での，燃料取替用ベローズ両端に作用する相対変位量の最大値である。 



 

 

 

1
1
5 

表 4－1 燃料取替用ベローズの評価条件 

*：今回設工認の評価においては，基準地震動 Ssを用いた大型機器系地震応答解析（Ⅵ-2-2-4 原子炉本体の基礎の地震応答計算書）における，水平方向の

変位量を軸直方向変位量，鉛直方向の変位量を軸方向変位量として用いる。 

 

 図 4－2 燃料取替用ベローズ変形図（左：軸直角方向，右：半径方向） 

検
討
段
階 

ケース 状 態 
温度 

(℃) 

圧力 

(kg/cm2) 

変位量(mm) 
角変位 

θ(°) 

設計繰返し 

回数(回) 
軸方向 

Δx 

軸直方向 

Y1 

半径方向 

Y2 

設
計
時
評
価 

1 通常運転時   -76.8 - 15.70 1.33 524 

2 燃料交換時   -23.5 - 5.40 1.33 40 

3 地震時（設計時）   -76.8 5.1 15.70 1.33 60 

今
回
評
価 

3’ 地震時（今回設工認）*   ±1.0 ±3.7 - 1.33 200 
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4.4 評価方法 

燃料取替用ベローズの耐震性評価においては，表 4－1 に示す各方向の変位量よりベローズ

軸方向の変位量(全伸縮量)を算定し，算定した全伸縮量より求めた繰返しピーク応力強さに対

する許容繰返し回数と設計繰返し回数より，疲労累積係数を算出する。 

 

  4.4.1 軸方向変位量の算定方法 

  (1) 軸直方向変位を軸方向変位に換算[2] 

 

     

 ：ベローズの平均径(mm) 

1 ：軸直角方向変位量(mm) 

 ：中間パイプ長さ(mm) 

 ：ベローズの長さ(mm) 

  

  (2) 角変位を半径方向変位に換算 

 

     

3 ：下端部管長(mm) 

 ：角変位(°) 

 ：半径方向変位(mm) 

  

  (3) 半径方向変位を軸方向変位に換算 

 

     

 

  

  (4) 軸方向変位量の合計(全伸縮量)   

 

     

 

 

4.4.2 疲労累積係数の算定方法（JＳＭＥ設計・建設規格[1]PVD-3410 より） 

  ＪＳＭＥ設計・建設規格[1]PVD-3410 より，下式（PVD-8.1）（PVD-8.2）にて算定した繰返

L = 3・ ・ 1+ {( ⁄ ) + 1} 

∆ = 3・ ・180 

∆ 2 = + ( 2 + ∆ ) −  

2 ：半径方向変位量(mm) 

 ：(2) で求めた半径方向変位(mm) 

∆ 2 ：軸方向変位量(mm) 

= 2∆ 1 + ∆ 2 + 2∆  

∆ 1 ：軸直方向変位による軸方向変位量(mm) 

∆ 2 ：半径方向変位による軸方向変位量(mm) 

ｘ ：軸方向変位量(mm) 

 δ ：全伸縮量(mm) 

θ 

  

2+
∆ 

2+
∆ 
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し応力を繰返しピーク応力強さとし，付録材料図表 Part8 図 2 において，これに対応する

許容繰返し回数が設計繰返し回数以上であることを確認する。本評価においては，考慮す

る 3ケースについて設計繰返し回数と許容繰返し回数との比を求め，その和が 1以下であ

ることを確認する。 

 

 

  

 

    

σ  ：繰返し応力(MPa) 

 ：（PVD-8.2）式により計算した値(MPa) 

 ：付録図表 Part6 に規定する材料の縦弾性係数(MPa) 

 ：継手部の板の厚さ(mm) 

 ：全伸縮量(mm) 

 ：継手部の波数の 2倍の値 

ｂ ：継手部の波のピッチの 1/2(mm) 

ｈ ：継手部の波の高さ(mm) 

 ：継手部の層数(-) 

 ：PVD-3310 に定めるところによる。(最高使用圧力(MPa)) 

 

  

σ
ｐ

= 2 （PVD-8.1） 

σ = 1.5
ｎ ｂｈ

+ ℎ
2ｔ ｃ

 
（PVD-8.2） 
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4.4.3 機器諸元 

   本評価に用いる寸法等の諸元について表 4－2に示す。 

 

表 4－2 燃料取替用ベローズ諸元 

項目 記号 単位 数値 備考 

ベローズの縦弾性係数  MPa  

ベローズの材料は 

である。一例と

して    ℃の値を示す。 

ベローズの平均半径  mm   

中間長さ  mm   

ベローズ長さ  mm   

下端部管長 3 mm   

ベローズ板厚  mm   

山の個数  -   

山数の 2倍の値  -  ×2 

山のピッチ  mm   

山のピッチの 1/2  mm  /2 

山の高さ ℎ mm   

 

 

 

4.5 評価結果 

4.3 評価条件及び 4.4 評価方法に基づき，疲労評価を実施した。各ケースの設計繰返し

回数と許容繰返し回数との比（ND/Nc）及び各ケースの比の総和より求めた疲労累積係数を表

4－3に示す。 

評価結果より，燃料取替用ベローズの疲労累積係数が以下であることを確認した。 
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表 4－3 燃料取替用ベローズ疲労評価結果 

検討段階 設計時評価 今回評価 

ケース 1 2 3’ 

状態 通常運転時 燃料交換時 地震時 

繰返し応力(MPa) σ  376 166 1122 

設計繰返し回数(回) ND 524 40 200 

許容繰返し回数(回) Nc 13166 ∞ 275 

ND/Nc 0.0398 0 0.7273 

疲労累積係数 0.768 

評価基準値 ≦1 

判定 ○ 

 
 
 
 
参考文献 
[1]：財団法人 機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版）＜第Ⅰ編軽水炉

規格＞ JSME S NC1-2005」及び 2007 年補正版（本資料では「ＪＳＭＥ設計・建設規格」

と称す） 

[2]：The M.W.Kellogg Co.「Design of Piping System」 
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5. 地震応答解析及び静的解析における最大応答加速度と最大応答変位の関係について 

地震応答計算書中の応答分布図における，地震応答解析及び静的解析の結果に関して，最大応

答加速度では概ね同等の傾向であるが，最大応答変位では静的解析結果が比較的小さい傾向を示

している（図 5－1参照）。 

本章では，応答分布図に記載する地震応答解析及び静的解析の最大応答加速度と最大応答変位

について説明するとともに，この関係が表れる要因について説明する。 

 

  

 加速度（m/s2）                変 位（mm） 

図 5－1 地震応答解析及び静的解析における最大応答加速度と最大応答変位の関係 

（大型機器系，原子炉遮蔽壁及び原子炉本体基礎の例） 

 

応答分布図中の最大応答加速度は，地震応答解析により算出される最大応答加速度を記載し，

静的解析では地震層せん断力係数又は地下部分の水平震度を加速度に変換した値を記載してい

る。 
また，最大応答変位については，地震応答解析では基礎下端の変位も算定されているのに対し

て，静的解析では基礎下端固定としている。この差により，静的解析の最大応答加速度に対し，

最大応答変位が地震応答解析と比較して小さな値となると考えられる。 
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